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研究成果の概要（和文）：本研究は、国家管轄権外の生物多様性の保存管理のための国際交渉を契機として注目
を浴びつつある、国際規範としての生態系アプローチを対象として、その構成要素を明らかにするとともに、と
りわけその構成要素の1つであり、既存の国際法のあり方からするともっともチャレンジングであると考えられ
る「統合的管理」に焦点を当てて、それを実現することができる具体的な国際法の規則や制度を特定し、それら
を実施する上での課題を一定程度明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：By focusing on the ecosystem approach, an international norm recently 
attracting academic interests in the context of negotiation of BBNJ new agreement, this research 
revealed the components of the ecosystem approach and also identified specific international rules 
and institutions that contribute to achieving "integrated management," the most challenging 
component of the ecosystem approach in light of existing international law. Moreover, this research 
to a certain degree revealed challenges in implementing these international rules and institutions.

研究分野：国際法学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義や社会的意義として、第一に、これまで生態系アプローチは抽象的な理念の内容が注目され
がちであったところ、そうした理念を実現するための具体的な国際法の規則や制度との連関が重要であるという
視点を提示できたこと、第二に、生態系アプローチの一構成要素である、統合的管理という座標軸に個別の具体
的な国際法の規則や制度を位置づけられたこと、そして第三に、そうした国際法の規則や制度を実施していく上
での課題を一定程度明らかにし得たこと、の3点が挙げられる。こうした知見は、今後生態系アプローチを実現
する制度設計、制度運用を考える上で有益であると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した背景には、以下の 2つの事情がある。1つは、生態系アプローチという概念
が国際文書において繰り返し確認されてきた一方で、これまで国際法学では必ずしも熱心な研
究対象となってこなかったことである。例えば、国際環境法分野では、国際法環境法の基本原則
が研究対象となり、持続可能な発展、汚染者負担の原則、予防的アプローチなどが議論されてき
たが、生態系アプローチはその 1つとして数えられてこなかった。 
 もう 1つの事情は、1つ目の事情と矛盾するようであるが、国家管轄権外区域における生物多
様性の保存および持続可能な利用に関する新協定（BBNJ新協定という）交渉を契機として、近
年、生態系アプローチが俄かに注目を集めつつあるということである。すなわち、同協定におい
てどのように生態系アプローチが反映されるべきかについて議論がなされている。実際 2023年
3 月に合意された BBNJ 新協定には、その一般原則として生態系アプローチが明文で規定され
た。こうした 2つの事情をうけて、本研究は、国際法学としての生態系アプローチ研究をより充
実させるべく、同概念についてのより包括的な研究に取り組むことにした。 
 
２．研究の目的 
 当初の研究の目的は、「これまで生態系アプローチが国際法規範としてどのように受容され、
実施されてきたのかを、北極と南極での実行を中心に検討することで、その展開過程を実証的に
明らかにすること」を掲げていたが、研究を進めていくうちに、既に先行研究が比較的多くある
生態系アプローチの抽象的な規範内容を明らかにすることよりも、そうした生態系アプローチ
をどのように実施していくのか、そしてその実施上の課題は何かを特定することの方が重要な
問いであることが分かってきた。というのは、生態系アプローチの概念は、多くの場合、国家に
具体的な権利・義務を課すものではないため、それだけでは生態系アプローチの理念を実現でき
ないためである。そこで、本研究では、生態系アプローチの抽象的な理念が、どのような具体的
な国際法の規則や制度によって実現されており、その実施上の課題は何なのかという問いを中
心に、検討を進めることにした。 
 
３．研究の方法 
 本研究の課題は、第 1 に抽象的な理念としての生態系アプローチの構成要素を明らかにする
こと、第 2に、しかし生態系アプローチは、抽象的な理念だけでは、それを実現することはでき
ないから、その抽象的な理念を実現する具体的な国際法の規則や制度を特定し、それら国際法の
規則や制度を実施する上での課題を明らかにすることである。またこうした課題の検討は、先行
研究の分析、関係一次資料の分析、関係する国際法の規則や制度の運用の分析を通じて行った。 
 
４．研究成果 
 以下、本研究の成果を、（1）理念としての生態系アプローチの構成要素、（2）生態系アプロー
チを実現する国際法の規則と制度、そして(3)本研究の今後の課題の 3つに分けて記述する。 
(1) 理念としての生態系アプローチの構成要素 
 抽象的な理念としての生態系アプローチがどのような構成要素から成り立っているのかを、
先行研究や関連する一次資料から改めて検討した。その結果、本研究では、生態系アプローチを、
①生態系全体の考慮、②統合的管理、③科学の重要性、④生態系アプローチの目的は生態系の持
続的な利用という４つの構成要素からなるものと考える。 
①生態系全体の考慮 
生態系の全体の考慮とは、生態系アプローチが、特定の生物種の保護ではなく、それが存在す
る生態系全体の保護を要請するということである。これは、特定の生物種だけ保護を試みても、
当該種も他の生物や無機的環境に依存して生存しているため、限界があるからである。同時に生
態系全体の考慮とは、同一生態系が受けるあらゆる影響を考慮に入れるということでもある。 
②統合的管理 
 統合的管理は、生態系の全体の考慮の帰結であり、さらに事項間統合と区域間統合に分かれる。
事項間統合とは、複数種類の人間活動を統合的に管理することである。これは、これまで人間活
動の種類によって異なる国際的な枠組みにより規律されていたことの反省である。なぜなら、人
間の活動の種類によって別々に規制を受けることで、同一生態系が様々な種類の人間活動から
受ける累積的な影響（cumulative impact）が等閑視されてしまうからである。 
これに対して区域間統合とは、国家領域、領海、排他的経済水域、公海…といった人為的な区
域を越えて、生態系を一体的に管理することである。これは、生態系が上記のような人為的境界
と無関係に存在しているために、一体的な生態系の管理が阻害されてきたということに対する
反省である。 
以上のように、統合的管理という要請は、既存の国際法のあり方に根本的な問題提起をする、
とりわけチャレンジングな生態系アプローチの構成要素である。このため本研究では、この統合
的管理という要素に焦点を当てて、それを実現し得る具体的な国際法規則や制度を特定するこ



ととした。 
③科学の重要性 
科学の重要性とは、生態系アプローチは、生態系の状態やそれに対する人間活動の影響に関す
る科学的知見に基づいて実施しなければならないということである。他方で科学的知見には不
確実性があるため、予防的アプローチによる対応や科学的知見の発展に従って管理の仕方を臨
機応変に改めることが求められる（順応的管理）。 
④生態系アプローチの目的は生態系の持続的な利用であること 
これは、生態系アプローチの目的は生態系がもたらす恩恵（＝生態系サービス）の持続的に利
用にあるということである。生態系アプローチは、生態系の全体の考慮や統合的管理を要請する
一方で、人間による生態系サービスの利用を決して禁止することではない。この意味では、この
持続的な利用という要素は、生態系アプローチを限界付ける役割を果たしているとも言える。 
(2) 生態系アプローチを実現する国際法の規則と制度とその実施上の課題 
 以上の検討の結果、とりわけ統合的管理という要素が既存の国際法の規律のあり方との関係
で最もチャレンジングな要請であることが明らかになった。そこで、統合的管理に焦点を当て、
さらにそれを事項間統合と区域間統合に分節して、それぞれを実現する国際法の規則と制度、ま
たそれらの実施上の課題を特定することを試みる。 
①事項間統合を実現する国際法の規則や制度 
 第１に、事項間統合を実現する国際法規則として累積的影響の評価義務がある。これは、様々
な種類の人間活動が同一生態系に与える累積的影響を、主に環境影響評価（EIA）の一環で評価
するものである。累積的影響が、国際平面における環境影響評価において求められることは、稀
である。しかし、その例外として、南極条約体制において 1980 年代から EIA の 1 つの評価項目
として取り入れられてきたことが、注目される。この累積的影響の評価義務は、南極条約環境保
護議定書の EIA 義務においても採用されている。また最近の例では、BBNJ新協定の EIA義務に
おいてもこの累積的影響の評価義務が採用されている。累積的影響の評価義務の課題としては、
どのような人間活動が、いつどこで行われているかに関する情報共有の仕組みがない限り、実効
的な累積的影響の評価ができないということである。 
 第 2に、事項的統合を実現する制度として事項横断的な（海洋）保護区、すなわち複数種類の
人間活動を規制し得る保護区の必要性が主張されている。しかし、既存の海洋保護区は、特定の
種類の人間活動のみを規制しており、事項横断的な海洋保護区は、実際には殆ど存在しないとい
うのが先行研究の見解であり、これがそのまま課題にとなっている。また事項別の海洋保護区が
協働することで、事実上、事項横断的な海洋保護区をつくりだす試みもなされている。 
 第 3に、国連海洋法条約第 192条も事項間統合を実現する手段となり得る。同条は、一般的な
海洋環境の保護義務を定めるが、これまでの判例により、あらゆる種類の人間活動が規律対象に
なっていると考えられる。他方で、同条が要求する注意義務の程度があらゆる種類の人間活動で
同一であるのかなど、解釈上の不明確な部分も残されている。 
②区域間統合を実現する国際法の規則や制度 
 第 1に、区域間統合を実現する国際法の規則と制度として、隣接区域間の環境保護措置の調整
がある。これは、区域ごとに異なる環境保護措置を調整することで、一体的な生態系の管理を行
うということである。こうした措置の調整の規定として最も有名なのが、1995 年の国連公海漁
業協定第 7条 2項のいわゆる一貫性原則である。同条は、公海と排他的経済水域の保存管理措置
が一貫したものであることを求める一方、一貫性のある保存管理措置の決定の仕方によっては、
生態系の一体的な管理に必ずしも資するものとはならない可能性もある。 
 第 2に、越境（海洋）保護区ネットワークが区域間統合を実現する手段となり得る。越境保護
区ネットワークとは、異なる区域に設定されている保護区をネットワーク化したものである。異
なる区域に離れて存在する保護区も国際平面でネットワーク化し、その措置の内容を調整する
ことにより、離れていても連関している生態系の効果的な管理が可能となる。越境保護区ネット
ワークの例として、OSPAR 条約のものや北極評議会のものが存在する。またラムサール条約の登
録湿地もこの越境保護区ネットワークと位置付けることが可能である。このように様々な越境
保護区ネットワークがあるものの、各保護区の国際平面での「ネットワーク化」の内実は制度に
よってまちまちであり、したがって統合的管理への寄与の度合いもさまざまであると考えられ
る。 
 第 3に、国連海洋法条約第 192 条が区域間統合を実現する手段となり得る。同条は、これまで
の判例から、あらゆる海洋区域に適用されることが確認されている。他方で、同条が要求する注
意義務の程度があらゆる海洋区域で同一であるかなど、解釈上不明確な部分も残されている。 
③まとめ 
 以上のような検討から明らかになるのは、現状、統合的管理は、既存の事項的管理、区域別管
理に完全にとって代わるものではなく、それらを前提としまたそれらを補完するように実現さ
れているということである。またその際、国際法の規則や制度が果たす主要な役割は、国家や既
存の事項別・区域別の国際枠組みの間の協力・調整・情報共有である。 
(3) 今後の課題 
 本研究では、生態系アプローチとりわけ統合的管理という大きな座標軸に、個別具体的な国際
法の規則や制度を位置づけることが一応できたと思われる。しかし、未だ個別具体的な国際法の



規則や制度の実施に関する実証的な研究は十分にできていないため、今後は、こうした欠落を埋
めるような研究に取り組み、生態系アプローチの実施に関するより深みのあるインプリケーシ
ョンを抽出していきたいと思う。 
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